
スマートハウス化支援事業 
１ 制度目的 次世代型の住宅であるスマートハウスの創出に向け支援し、エネルギー利

用の効率化、最適化による低炭素型の住宅の実現や、非常時に備えた電源

確保等を図ることで、住宅における安全・安心、効率的なエネルギー利用

を実現する。 

２ 制度内容 市内の住宅に創エネ設備等を複合的に設置するものに対し、補助金を交付

する。 

３ 補助額 設備設置にかかる費用の一部（表１参照） 

４ 総事業費 １０４，８７５千円／年 

５ 交付対象者 ・ 市内の住宅に居住する者（当該住宅の存する住所に住民登録を行って

いることが条件） 

６ 補助対象 「 ①太陽光発電システム」及び「②住宅用エネルギーマネジメントシス

テム［HEMS］」、または、それらに追加して「③燃料電池コージェネレー

ションシステム」もしくは

④「蓄電システム」（③④両

方も可）を設置したものに

対し、それぞれのシステム

設置費について補助を実施

する。（国等からの補助金の

併用可。） 

７ 補助予定数 約４７０件 

表１：補助金交付額一覧 

設置システム 補助額 

① 太陽光発電システム １ｋＷあたり２．５万円（上限１５万円） 

② 住宅用エネルギーマネジメントシステム

（HEMS） 

機器本体額の１／４又は５万円のいずれか少

ない額 

③ 燃料電池コージェネレーションシステム（エネ

ファーム） 

設置費の１／５又は１５万円のいずれか少な

い額 

④ 定置リチウムイオン蓄電池又は住宅用 

給電システム 

機器本体額の１／５又は１５万円のいずれか

少ない額 
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